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A．研究の概要 

2016 年 7 月 1 日から 2016 年 8 月 31 日までの

期間に日本救急医学会の熱中症に関する委員会

として、全国救命救急センター、日本救急医学会

指導医指定施設、大学病院救急部（科）を主な対

象としてHeatstroke Fax2016を施行した（図1）。

原則的には各医療機関の倫理委員会等の承認を

得た後に、「調査参加承諾書」を病院長や医学部

長以上の役職者のサインを提出することでエン

トリー可能となるシステムとした。原則的には入

院症例が対象であるが今回は 2020 年の東京オリ

ンピック、パラリンピックが日本の一年間で最も

暑熱環境にさらされる時期に開催されることを

踏まえて、外来受診だけで帰宅した外国人旅行者

や身体障害者も対象とした。 

 

B．研究結果 

FAX による即日登録形式で行なった。参加施設

は 163 施設で入院症例が 761 件、外国人 4 件、身

体障害者 37 件であった。発生日時は 3 相性で 7

月 5 日、8 月 8 日、8 月 18 日に発生患者数のピー

クを認めた（表 1）。 

入院症例は、男性に多く（518：243）、男性は

70 歳代に、女性は 80 歳代にピークがあった（表

2）。 

入院症例では、49％が 71 歳以上の高齢者であ

った（表 3）。 

外国人は 4 件で、入院 1 件、帰宅 3 件だった。
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2016 年 7 月 1 日から 2016 年 8 月 31 日までの期間に日本救急医学会の熱中症に関する委員会

として、全国救命救急センター、日本救急医学会指導医指定施設、大学病院救急部（科）を主な

対象として Heatstroke Fax2016 を施行した。今回は 2020 年の東京オリンピック、パラリンピ

ックが日本の一年間で最も暑熱環境にさらされる時期に開催されることを踏まえて、外来受診だ

けで帰宅した外国人旅行者や身体障害者も対象として調査を行った。また 2017 年度の詳細調査

（名称：Heatstroke STUDY 2017）でも、採血を 1 日目と 2 日目に施行する事、冷却方法や冷

却時間、抗 DIC 治療の内容を明確化する事、重症度評価として急性期 DIC score, SOFA score, 

APACHEⅡ score などを入院当日と 2 日目に算定することなどを新たな試みとした。 
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身体障害者は 37件で、入院 30件、外来死亡 2件、

帰宅 5 件であった（表 4）。 

全身体障害者の内訳はⅠ度 8 件、Ⅱ度 10 件、

Ⅲ度 19 件で、入院はそれぞれ 5 件、8 件、17 件

であった（表 5）。 

今回の 2016 年の検討では、東京オリンピッ

ク・パラリンピックの開催を控え、外国人旅行

者・身体障害者についても対象とした。身体障害

者については入院率が高い傾向と、若年者での唯

一の死亡であったことから、身体障害者は、高齢

者と同様に重症化しやすい可能性が示唆された。 

 

C．考察と平成 29 年（2017 年）夏期の

Heatstroke STUDY 2017、Heatstroke 

FAX 2017 について 

2016 年 4 月 1 日から 2019 年 3 月 31 日までの

3 年計画の 2 年目である 2017 年に関しては昨年

度の Heatstroke Fax2016 と同様の Heatstroke 

Fax2017 と web 登 録 と な る Heatstroke 

Study2017 の両者を施行することとした。Web

内容は図 2 のようなモダリティとなり、日本救急

医学会が今後展開を目指して行く統合データベ

ースシステムの最初のレジストリとなる。内容に

関しては昨年同様に外国人旅行者、身体障害者を

サブ解析することでその特徴を把握することも

目標の 1 つである。平成 28 年度の集計では外国

人は 4 件と非常に少なく、そのため同時に外国人

旅行者に関しては羽田空港及び成田空港で、日本

から帰国する際に簡単なアンケートをとる試み

も環境省などでなされているようでそれらの結

果も参考にする予定である。特に外国人旅行者と

障害者のサンプル数が少なかったことも踏まえ

て Heatstroke Fax2017 と web 登録となる

Heatstroke Study2017 の調査期間は 7 月 1 日か

ら 9 月 30 日の 3 か月間に延ばすこととした。さ

らに身体障害者の定義が問題になり、パラリンピ

ックへの出場条件と日本の障害者基本法などに

は齟齬があるのも事実で、そこは解析時に修正す

ることとした。これらのデータに総務省消防庁デ

ータを用いた熱中症患者の発生実態調査を補完

しつつ、様々な気象データの中から熱中症に有効

と考えられるものを選別する。 Heatstroke 

Fax2017 としては患者区分（あてはまる場合のみ）

として、外来帰宅症例でも外国人旅行者または身

体障害者をチェックする部分がシート上にあり

チェック可能なモダリティとなっている。 

Heatstroke Study2017のWeb登録のモダリテ

ィに関しては、熱中症に関する委員会の会議の中

で適宜校正を繰り返した。新たな展開として腎機

能異常や肝機能異常に影響を与え得るパラメー

タとして既往歴の透析、糖尿病、免疫不全などを

明確に提示した。またデータに影響を与え得る内

服薬も厳選した。生活歴の ADL には mRS を導入

し、症状や身体所見は主観的なパラメータは事後

の解析が困難で得られるデータが少ないとのこ

とで客観的なものに絞り簡易化した。採血データ

は入院 24 時間後に悪化する患者層も認めたため

1 日目と 2 日目に施行することとした。冷却方法

や冷却時間などは現時点ではエビデンスに乏し

く新たな知見が得られやすいモダリティとした。

重症例では DIC の合併も多いことから抗 DIC 治

療の内容も明確化した。重症度評価として急性期

DIC score, SOFA score, APACHEⅡ score など

を入院当日と 2 日目に算定するようにした。これ

らの web 登録のデータをもとに、その上で熱中症

発生数のデータと気象庁データを統合して効果

的な予防対策、熱中症危険度予測手法の開発を目

指す。 

 

D．総 括 

これらの分析結果を踏まえ、外国人旅行者・障

害者の熱中症に関する基本情報と特別に必要な熱

中症対策について明らかにする。このような

Heatstroke Fax2017 と Heatstroke Study2017

を施行することで熱中症疫学の新たな展開を目指

す予定である。 
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E．研究発表 

なし 

 

F．知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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図 1  Heatstroke Fax2016 
 

 

 
表 1 
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表 2 年齢別男女別 

 

 
表 3  年齢別入院数 
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表 4  外国人と身体障害者 

 

 
表 5  身体障害者重症度別入院数 
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死亡症例は 7 件で、85%が 71 歳以上であり、唯一の若年者である１件は身体障害者であった（表 6）。 

表 6  死亡例重症度 
 
 
 

 
図 2 日本救急医学会の統合データベースとしての熱中症レジストリ 
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